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1. 序論

津波による建物被害想定手法を高度化するためには，遡

上津波力が建物の破壊において支配的であるという理由

から，氾濫流速や作用波力に関連した被害予測式を利用

することが望ましい．したがって，陸域を遡上する津波

氾濫流速・作用波力の推定手法の高度化は，建物被害予

測の精度向上において不可欠である．しかし，被害想定

の実務で用いられる解析手法では，津波氾濫に伴う建物

破壊および抵抗力の変化を考慮できないため，実際に起

こりうる建物破壊有無の時間・空間的な発展に対応した

遡上計算手法の必要性が指摘されている(林ら, 2013)．

そこで本研究では，津波氾濫流速の高精度予測を可能

にする津波数値解析手法の整備を目的に掲げる．具体的

には，異なる合成等価粗度モデルによる津波再現結果と

実現象を比較することで，適切な陸域遡上計算条件を選

定するほか，建物の存在・破壊を考慮した抵抗則の付与

手法(以下，時間発展型合成等価粗度モデル)を提案する．

2. 適切な陸域遡上計算条件に関する検討

本研究では，図-1に示す仙台市若林区藤塚(F)，名取市閖

上(Y)，名取市小塚原(K)を対象に，陸上域の最終計算格子

間隔を10 mとする津波数値計算を実施した．初期条件と

して，仙台平野における再現性が良好なSatake et al.(2013)

の津波波源モデルを採用した．

また，土地利用状況の変化による再現性の差異を確認

するため，本稿では異なる計算ケース(被災前条件・被災

後条件)を設定した．ここで，被災前条件は海岸線沿いの

防潮林と全ての建物が存在している状況を，被災後条件

は津波の来襲によって全ての防潮林と一部の建物が流失

した状況を仮定した．

(1) 合成等価粗度モデルの概要と種類

合成等価粗度モデルとは，構造物による抵抗をそれと

等価なManning粗度係数で置き換える手法である．油屋・

今村(2002)の合成等価粗度係数nabは，Morison式にならい，

流水に作用する力が底面摩擦力と家屋抵抗力の合力であ

るとして，式(1)のように導かれる．
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図-1 解析対象地域
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ここで，n0：底面粗度，D：水深，k：家屋幅，u：流速，θ：

家屋占有率，CD：抗力係数，dxおよびdy：各方向の格子

幅である．本モデルは簡便かつ精度が高いとされている

が，式(1)は家屋占有率θ = 100％の場合に適用できない

という問題がある．さらに，家屋占有率が小さい場合の

み適用が可能という提言もあることから，今井ら(2013)

は合成等価粗度モデルの汎用性向上のため，新しい合成

等価粗度係数nimとして式(2)を示した．
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(2) 津波遡上速度・流速の再現性検証

津波遡上速度と流速に関する再現性の検証結果を図-2

に示す．図-2(a), (b)から，油屋・今村(2002)と今井ら(2013)

のモデルでは，同等もしくは前者の方がより良好な再現

性を示すことが明らかになった．特に，後者のモデルで

は，内陸部でやや過大となる傾向が確認された．

一方，図-2(c)から，流速に関する再現性は両者共に同

等，もしくは今井ら(2013)の方がより高い整合性を有する

ことが分かった．しかし，海岸線付近では，いずれのモデ

ルにおいても再現性が低下する結果となっている．この

原因として，局所的かつ瞬間的に，実測値と計算値を比

較していることが挙げられる．現段階では，実測値の測

定時間と同じタイミングで計算値を抽出しているが，実



○ 農地(実測)　■ 市街地(実測)	
◆ 油屋(被災前)　◆ 油屋(被災後)	

◆ 今井(被災前)　◆ 今井(被災後)	

○ 農地(実測)　■ 市街地(実測)	
◆ 油屋(被災前)　◆ 油屋(被災後)	

◆ 今井(被災前)　◆ 今井(被災後)	

× 実測値	
◆ 油屋(被災前)　◆ 油屋(被災後)	

◆ 今井(被災前)　◆ 今井(被災後)	

図-2 油屋・今村(2002)と今井ら(2013)の抵抗則を用いた計算値と実測値の比較．(a)藤塚の遡上速度, (b)閖上・小塚原の遡上速度,
(c)藤塚・閖上・小塚原の流速．

現象に比べ，シミュレーション上では緩やかに流速が上

昇したため，過小評価の傾向を示した．

これら流速に関する検討結果のほか，津波浸水挙動や

浸水深の再現性検証を踏まえ，本研究では今後，今井ら

(2013)の合成等価粗度モデルを採用することとした．

3. 時間発展型合成等価粗度モデルの提案

津波の氾濫に伴う建物被害の拡大を再現するためには，

各計算ステップにおいて建物の流失判定を行い，被害状

況を粗度係数として反映・更新する必要がある．本稿で

は，津波外力と建物被害程度の関連性について論じた既

往研究を参考に，建物流失基準の検討を行った．

(1) 木造建物の流失条件

既往津波の現地調査結果から，木造建物の被害程度お

よび破壊基準は，主に浸水深や氾濫流速と関連づけて論

じることが可能である(例えば，松冨・首藤, 1994)．今次

津波においても同様の傾向が確認されたことから，対象

領域内における実際の被害状況を踏まえ，本研究では最

高浸水深3 m以上の場合に着目した．すなわち，飯塚・松

冨(2000)が提案した，家屋に対する津波氾濫流の抗力式

(抗力係数CD = 1.1)より算定された抗力F = 60.93 kN/m

以上を閾値として，流失対象建物の選定を行い，抗力の

降順に流失させることとした(表-1)．

(2) 鉄骨造・RC造建物の流失条件

鉄骨造およびRC造に関しては，松冨ら(2013)の調査・

検討から，浸水深や氾濫流速，抗力のみで被害程度を論

じることは困難であることが示されている．その一方で，

建物の浸水縦断面積や開口率によって，破壊程度が良好

に分類されることも明らかになった．本研究では，浸水

縦断面積ACに関連付けられた被害限界を参考に，鉄骨造

およびRC造の流失判定基準を決定した(表-1)．

表-1 本研究で設定した流失建物の判定基準

（F : 抗力 [kN/m]，AC : 浸水縦断面積 [m2]，h : 浸水深 [m]）

木造 鉄骨造・RC造

F ≥ 60.93 AC ≤ 6.8 × h

4. 結論

本稿では，時間発展型合成等価粗度モデルの構築に向

け，適切な陸域遡上計算条件の選定を行った．油屋・今

村(2002)と今井ら(2013)の合成等価粗度係数に関して，流

況再現性を検証することでモデルの妥当性を考察し，今

後は後者を適用することとした．また，建物破壊に関す

る既往の知見および実際の被害状況を参考にして，時間

発展型合成等価粗度モデルにおける建物の流失判定基準

を設定した．今後は，この基準を津波数値計算に適用さ

せることで，氾濫流速に関する推定精度の向上を図る．
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